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２．オリジナルＰＤＭ 

プロジェクト名: 火山地域総合防災プロジェクト 期間:2001 年 4 月 1日より５年間 Version 1.30 

対象地域: モデル事業実施地区（４カ所） ターゲットグループ: 火山地域の住民 Date: July. 27, 2001 

プロジェクト要約 指   標 入手手段 外部条件 
最終目標 
インドネシアの火山地域において土石流を原
因とする災害による人命、財産、環 
境への被害が軽減される 

   

上位目標  
インドネシア国内の災害危険地域で総合防災
事業が実施される 

 
1)総合防災モデルを適用して実施さ
れた防災対策事業の件数 

2)研修受講者が関与した防災事業 
 
3)設立、運営されている地域防災委
員会の数  

 
居住・地域インフラ省(MRRI)から
の報告書 

防災対策に係る
政策に大幅な変
更 が な い こ と
  

居住・地域インフラ省(MRRI)から
の報告書 
現地調査、アンケート等 

プロジェクト目標  
火山地域の村落において、行政と住民が連携
し、土砂災害による危険を軽減する 
ための事業を計画、実施出来るようになる 

 
1)総合防災事業に係る技術指針が５
年目までに完成され公開される 

2)研修受講者の防災事業、関連事業、
関連部署での勤務者数 

3)モデル事業実施後の住民の防災意
識の向上  

 
居住・地域インフラ省(MRRI)から
の報告書 

防災事業に対し
て予算が適切に
配当されること
  

居住・地域インフラ省(MRRI)から
の報告書 
現地調査・アンケート 

成果 
1.行政と住民が連携して実施する防災事業の
計画手法、実施方法が確立する 

 
（総合防災モデルの確立） 
 
 
 
 
 
2.適切な防災対策を推進するための地域防災
組織・体制づくりの手法が確立される 

 
（地域防災体制の確立） 
 
 
 
3.防災事業を望ましい方向に導く事の出来る
技術者が育成される 

（技術者の育成） 
 
 

 

4.総合的な土砂災害対策の技術者育成プログ
ラムが開設される 

（技術者育成プログラムの確立） 

 
1)ハザードマップ活用状況 
2)警戒避難基準活用状況 
3)従来型事業と本モデル事業の費用
ー効果、費用ー便益分析・比較 

4)施設の盗難、損壊の状況 
5)保全された資産、土地、人命の数
6)モデル事業に関する情報公開を目
的とする公聴会の開催実績 

  
1)地域防災委員会の開催実績 
 
2)防災啓発セミナーの実施回数 
 
3)避難路、避難場所に係る住民の認
知度  

  
1)策定された土砂災害防止技術者の
技術基準  

2)上記基準を満たす技術者の数 
3)研修受講者の所属先での活動状況
  
1)講座に配属された教員の数（ガジ
ャマダ大学及び居住・地域インフ
ラ省）  

2)研修実施場所の確保  
3)カリキュラム、教材等を準備する
  

 
プロジェクト報告書 
プロジェクト報告書 
居住・地域インフラ省資料、プロ
ジェクト作成資料 
現地調査 
現地調査 
プロジェクト報告書、モデル地区
現地報告書 
 
プロジェクト報告書、モデル地区
現地報告書 
プロジェクト報告書、モデル地区
現地報告書 
現地調査 
 
 
成果品 
 
プロジェクト報告書 
プロジェクト報告書 
 
プロジェクト報告書 
 
 
プロジェクト報告書 
成果品 

訓練を受けた砂
防技術者が退職
しないこと  
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投入 
日本側 インドネシア 

 
 
カウンターパー
トが予定通り配
置 さ れ る こ と
  
  
プロジェクト期
間中、モデル地区
で大規模な災害
が  
発生しないこと
  
  
プロジェクト予
算が当初予定通
り確保されるこ
と  

活動 
1.（総合防災モデルの確立） 
1)対象地域の特性を把握するための現場調
査を行う 

2)情報の公開、住民からの意見の吸い上げを
目的とする集会を開く 

3)警戒避難体制を構築する 
3-1 ハザードマップを作成する 
3-2 危険箇所監視体制の整備 
3-3 警戒避難基準を策定する 
3-4 警戒避難方法を策定する 

4)住民、NGO、現地コンサルタント等と連携
して災害未然防止策を計画、実施する 
＊注１ 
4-1 土砂採取管理の為の体制を計画、整備
する 

4-2 山腹保全のための対策を計画、実施す
る 

4-3 渓流保全のための対策を計画、実施す
る 

5)地域住民による砂防施設維持管理体制を
構築する 

6)総合防災事業実施に係るガイドラインを
作成する 

 
2.（地域防災体制の確立） 
1)住民、NGO、中央、地方の防災担当者をメ
ンバーとする防災委員会を設置する 

2)住民、学校教員等に対して防災教育を行う 
 

3.（技術者の育成） 
1)モデル事業を通じて防災技術者の実地研
修(OJT)を行う 

2)砂防技術センターが実施する研修を通し
て技術者の育成を行う 

3)砂防技術者の資格要件の基準を作成する 
 
4.（技術者育成プログラムの確立） 
1)総合防災モデルの考え方を普及する為の
研修コースをガジャマダ大学と連携して
整備する 

2)カリキュラムの作成を行う 
3)教材の整備を行う 
4)研修講師の確保を行う 
5)研修成果をモニタリングする為の体制を
構築する 

 
6.（上記活動に関連する情報分析・整備） 
1)インドネシア国内の防災関係情報、データ
を収集し解析する 

2)データベースを構築する 
3)データベースを運営、維持、管理する体制
を整える 

1. カウンターパート  

4)プロジェクトの成果を普及するため砂防
センターにホームページを立ち上げる 

5)災害現地指導を行う 

1.長期専門家 60 M/M 
(1)ﾁｰﾌｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 60 M/M 
(2)業務調整員 60 M/M 
(3)土砂災害防止技術 60 M/M 
(4)地域防災 60 M/M 
(5)防災情報 60 M/M 
(6)砂防計画 60 M/M 
  
2. 短期専門家  
3. 機材供与  
4. 研修員受け入れ  
5. 基盤整備  
  
  
  
  
  
  

  
(1)ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ 60 M/M 
(2)C/P 土砂災害防止技術 300 M/M
(3)C/P 地域防災 300 M/M 
(4)C/P 防災情報 300 M/M 
(5)砂防計画 120 M/M 
(6)モデル事業実施地区配属 

300 M/M x 4 サイト 
（5 名/サイト）  
  
2.施設  
(1)日本側専門家執務室 
(2)供与機器設置場所  
(3)研修訓練用ラボ、研修室など 
(4)プロジェクトの実施に必要な

建物、土地  前提条件 
モデル事業を地
域住民が受け入
れること 

 
3.ローカルコスト    

  
  
  
  
  
  
  
  
＊注 1    
○計画策定を行うモデル地区 
 メラピ火山地区、アグン火山地区、
パルー地区、西スマトラ地区 

○実施を行うモデル地区 
 メラピ火山地区、アグン火山地区
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３．改訂版ＰＤＭ 

プロジェクト名: 火山地域総合防災プロジェクト  

対象地域: 全国、特にモデル事業実施地区（４カ所） 日付：2003 年 12 月 18 日 

ターゲットグループ: 土砂災害危険区域の住民 期間：2001 年 4 月 1日～2006 年 3 月 31 日 

プロジェクト要約 指   標 入手手段 外部条件 
最終目標 
インドネシアの火山地域において土石流を原
因とする災害による人命、財産、環境への被害
が軽減される 

   

上位目標  
居住・地域インフラ省(MRRI)から
の報告書 
居住・地域インフラ省(MRRI)から
の報告書 
現地調査、アンケート等 

 
防災対策に係る
政策に大幅な変
更がないこと 

 
1)総合防災モデルを適用して実施さ
れた防災対策事業の件数 

2)研修受講者が関与した防災事業 
 

インドネシア国内の災害危険地域で総合防災
事業が実施される 

3)設立、運営されている地域防災委
員会の数 

プロジェクト目標  
居住・地域インフラ省(MRRI)から
の報告書 
居住・地域インフラ省(MRRI)から
の報告書 
現地調査、アンケート等 

 
防災事業に対し
て予算が適切に
配当されること 

 
1)総合防災事業に係る技術指針が５
年目までに完成され公開される 

2)研修受講者の防災事業、関連事業、
関連部署での勤務者数 

火山地域の村落において、行政と住民が連携
し、土砂災害による危険を軽減するための事業
を計画、実施できるようになる 

3)モデル事業実施後の住民の防災意
識の向上 

成果 
1.行政と住民が連携して実施する防災事業の
計画手法、実施方法が確立される 

（総合防災モデルの確立） 
 
 
 
 
 
 
 
 
2.適切な防災対策を推進するための地域防災
組織・体制づくりの手法が確立される 

（地域防災体制の確立） 
 
 
 
 
3.防災事業を望ましい方向に導く事の出来る
技術者が育成される 

（技術者の育成） 
 
4.総合的な土砂災害対策の技術者育成プログ
ラムが開設される 

（技術者育成プログラムの確立） 
 
 
 
 
 
5.災害復旧対策の調査、計画、実施手法が確立
される 

（災害復旧対策手法の確立） 
 
 
6.普及型雨量計等が開発され、利用方法が立案
される 

（普及型雨量計等の開発） 
 
7.砂防情報システムの基盤が整備される 
（砂防情報システムの基盤整備） 

 
プロジェクト報告書、現地調査、
アンケート 
プロジェクト報告書、現地調査、
アンケート 
プロジェクト報告書 
現地調査 
プロジェクト報告書 
 
プロジェクト報告書 
 
 
プロジェクト報告書 
 
プロジェクト報告書 
 
プロジェクト報告書 
プロジェクト報告書 
 
プロジェクト報告書 
プロジェクト報告書 
プロジェクト報告書、アンケート
 
プロジェクト報告書 
 
 
プロジェクト報告書 
成果品 
プロジェクト報告書 
プロジェクト報告書 
 
プロジェクト報告書 
プロジェクト報告書 
プロジェクト報告書 
成果品 
 
成果品 
成果品 
 
 
プロジェクト報告書 
プロジェクト報告書 
プロジェクト報告書 
 
成果品 

 

 
1)危険箇所図・ハザードマップ活用
状況 

2)警戒避難基準活用状況 
3)従来型事業と本モデル事業の費用
−効果、費用便益の分析、比較 

4)施設の盗難、損壊の状況 
5)保全された人命の数、他目的付加
型砂防施設の計画及び実施箇所数

6)モデル事業に関する住民との集会
開催実績 

 
1)防災啓蒙活動、キャンペーンの実
施回数、対象 

2)学校での防災教育の実施回数、対
象 

3)防災委員会の設置及び開催実績 
4)防災組織の設置実績 
 
1)土砂災害防止研修の開催実績 
2)研修受講者数 
3)研修受講者の所属先での活動状況
 
1)講座に配属された教員の数(ガジ
ャマダ大学及び居住・地域インフ
ラ省) 

2)研修実施場所の確保 
3)カリキュラム、教材等の整備状況
4)プログラムに関する広報実績 
5)運営委員会開催実績 
 
1)調査要請件数 
2)調査実施件数 
3)災害復旧に関する提言の件数 
4)調査マニュアル整備実績 
 
1)開発件数 
2)利用ガイドライン整備実績 
 
 
1)データ入力数 
2)コンテンツ数 
3)連携先の数（データ入手先、デー
タ提供先） 

4)運営ガイドライン整備実績 
5)収集資料数 プロジェクト報告書 

 
訓練を受けた砂
防技術者が退職
しないこと 
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投入 
日本側 インドネシア 

活動 
1.（総合防災モデルの確立） 

 
 
カウンター
パートが予
定通り配置
されること 
 
プロジェク
ト期間中、モ
デル地区で
大規模な災
害が発生し
ないこと 
 
プロジェク
ト予算が当
初予定通り
確保される
こと 
 

1)現地特性を把握するための現地調査を行
い、防災計画を作成する 

2)情報の公開、住民からの意見の吸い上げを
目的とする集会を開く 

3)防災コミュニティを設置し、警戒避難体制
を構築する 
3-1 危険箇所図・ハザードマップを作成す

る 
3-2 危険箇所監視体制を整備する 
3-3 警戒避難基準を策定する 
3-4 警戒避難方法を策定する 

1. カウンターパート 1.長期専門家    60 M/M 
(1)プロジェクトマネージャー 60 M/M(1)ﾁｰﾌｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ   60 M/M 
(2)C/P 土砂災害防止技術  300 M/M (2)業務調整員    60 M/M 
(3)C/P 地域防災     300 M/M (3)土砂災害防止技術 60 M/M 
(4)C/P 防災情報     300 M/M (4)地域防災     60 M/M 
(5)砂防計画       120 M/M (5)防災情報     60 M/M 
(6)モデル事業実施地区配属 

300 M/M x 4 サイト（5名/サイト）
(6)砂防計画     60 M/M 
 

 2. 短期専門家 
2.施設  
(1)日本側専門家執務室 3. 機材供与 

4)防災コミュニティをとおし、住民、NGO、
地方政府等と連携して住民の生活向上に
寄与する災害未然防止策を計画、実施する
＊注１ 

(2)供与機器設置場所  
(3)研修訓練用ラボ、研修室など 4. 研修員受け入れ 
(4)プロジェクトの実施に必要な建物、

土地 
 
5. 基盤整備 

4-1 土砂採取管理の為の体制を計画、整備
する 

  
3.ローカルコスト  

4-2 山腹環境保全のための対策を計画、実
施する 

4-3 渓流環境保全のための対策を計画、実
施する 

5)地域住民・行政による砂防施設維持管理体
制を構築する 

6)総合防災事業実施に係るガイドラインを
作成する 

 
前提条件  
モデル事業
を地域住民
が受け入れ
ること 

 
 
 
＊注 1 
○計画策定を行うモデル地区 
メラピ火山地区、アグン火山地区、
パルー地区、西スマトラ地区  

2.（地域防災体制の確立） 
1)土砂災害に関する啓蒙活動・キャンペーン
活動を実施する 

2)学校教育と連携して防災教育を行う 
3)住民、NGO、中央、地方の防災担当者をメ
ンバーとする防災委員会を設置する 

4)砂防組織整備の支援を行う 
 
3.（技術者の育成） 
1)モデル事業を通じて防災技術者の実地研
修(OJT)を行う 

2)砂防技術センターが実施する研修を通し
て技術者の育成を行う 

3)砂防技術者の資格要件の基準を作成する 
 
4.（技術者育成プログラムの確立） 
1)総合防災モデルの考え方を普及する為の
研修コースをガジャマダ大学と連携して
整備する 

2)カリキュラムの作成、改訂を行う 
3)教材の整備を行う 
4)研修講師の確保を行う 
5)研修成果をモニタリングする為の体制を
構築する 

 

○実施を行うモデル地区 
メラピ火山地区、アグン火山地区 

5.（災害復旧対策手法の確立） 
1)災害調査手法の指導を行う 
2)復旧対策手法の指導を行う 
3)施設復旧指導を行う 
4)災害監視体制の指導を行う 

 
6.（普及型雨量計等の開発） 
1)普及型雨量計等を開発する 
2)普及型雨量計等の利用方法を立案する 
 
7.（砂防情報システムの基盤整備） 
1)インドネシア国内の防災関係情報、データ
を収集し解析する 

2)砂防情報データベースを構築する 
3)砂防情報システムを運営、維持、管理する
体制を整える 

4)プロジェクトの成果を普及するための砂
防センターのホームページを立ち上げる 

5)図書室（横田ライブラリ）の整備を行う 
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４．質問票調査結果 

 
I. カウンターパートへの質問票 
 
1. 回答者  
砂防技術センターと砂防研究センターに所属する 20 名のカウンターパートのうち 13 名が本

質問票に回答した。主な質問への回答は以下のとおりである。 
 
2. 日本人専門家からの技術移転をどう評価しますか。 

満足 
Fully satisfactory 

良い 
Fair 

受け入れられる

Acceptable 
やや不満 

Little 
unsatisfactory 

不満 
Unsatisfactory 

0 8 3 2 0 
 
3. 日本での研修をどう評価しますか。 
以下の質問には日本での研修に参加した 7 名が回答した。 
 長すぎる ちょうど良い 短すぎる 
3.1. 期間 0 7 0 
 
 満足 

Fully 
satisfactory 

良い 
Fair 

受け入れ 
られる 

Acceptable 

やや不満 
Little 

unsatisfactory 

不満 
Unsatisfactory

3.2. 内容 1 5 1 0 0 
 
 十分移転し

ている 
ある程度移

転している 
あまり移転

していない 
移転してい

ない 
3.3. 日本での研修で習得した知識・

技術を同僚カウンターパートに移転し

ていますか。 
3 3 1 0 

 
4．本プロジェクトのあなたが属している部門の将来展望はどうですか。 
 問題ないだ

ろう 
重大な問題は

ないだろう 
いくつかの問題

があるだろう 

深刻な問題が

あるだろう 
4.1. 専門知識や機材の運転維持管理

などの技術面 1 10 2 0 

4.2. 運営管理面 1 12 0 0 
4.3. 財務面 1 9 3 0 
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II. OJT 研修員（地方カウンターパート）への質問票 
本プロジェクトの地方でのカウンターパートとしてモデル地区で働いている20名のOJT研修

員のうち 17 名が回答した。主な質問への回答は以下のとおりである。 
 はい いいえ その他 
OJT プログラムはあなたの仕事に有益ですか。 17 0 0 
あなたの組織の技術者数は十分ですか。 

8 7 
最小限だ(1)
無回答(1) 

 
 
III. 水・土砂災害防止技術(WIDE)コース修了者への質問票 

水・土砂災害防止技術(WIDE)コース修了者約 60 名のうち 30 名が回答した。主な質問への回

答は以下のとおりである。 
 はい いいえ その他 
WIDE コースはあなたの仕事に有益ですか。 30 0 0 
あなたの組織の技術者数は十分ですか。 18 10 2 
 
 
IV. ガジャマダ大学自然災害管理コース(MPBA)の修了者と学生への質問票 

ガジャマダ大学自然災害管理コース(MPBA)を 2003 年 4 月に修了した 1 期生 15 名のうち 11
名が回答した。主な質問への回答は以下のとおりである。 
 非常に適切 適切 部分的に適切

MPBAの教科はあなたの仕事に適しています

か。 
1 8 2 

 
 はい いいえ その他 
MPBAの学習はあなたの仕事での期待に合致

していますか。 
11 0 0 

 
MPBA コースの第 2 期生と第 3 期生の計 34 名の学生のうち 19 名が回答した。主な質問への

回答は以下のとおりである。 
 はい いいえ その他 
MPBA のプログラムはあなたの仕事に有益ですか。 19 0 0 

 
 はい いいえ その他 
あなたの組織の技術者数は十分ですか。 13 5 1 

 
 はい どちらとも

言えない 
いいえ その他 

MPBA コースはあなたの期待を満たしていま

すか。 
13 1 4 1 
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